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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第３四半期累計期間
第39期

第３四半期累計期間
第38期

会計期間
自　平成22年４月１日　
至　平成22年12月31日

自　平成23年４月１日　
至　平成23年12月31日

自　平成22年４月１日　
至　平成23年３月31日

売上高（百万円） 20,192 24,081 26,296

経常利益（百万円） 2,409 2,952 2,952

四半期（当期）純利益（百万円） 1,337 1,612 1,617

持分法を適用した

場合の投資利益（百万円）
―　 ―　 ―

資本金（百万円） 13,098 13,098 13,098

発行済株式総数（千株） 20,080 20,080 20,080

純資産額（百万円） 73,577 74,945 73,869

総資産額（百万円） 75,666 77,391 76,098

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
66.61 80.33 80.58

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
― ― ―

１株当たり配当額（円） 13.0 13.0 26.00

自己資本比率（％） 97.2 96.8 97.1

　

回次
第38期

第３四半期会計期間
第39期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成22年10月１日　
至　平成22年12月31日

自　平成23年10月１日　
至　平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額(円) 33.76 39.56

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　　 当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありませ

ん。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

         当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　   当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　 １　業績の状況 

　　　 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による経済活動の停滞から一部持ち直し

の動きがみられたものの、電力供給の制約や原子力災害の影響に加え、円高・株安の進行や欧州の政府債務

危機など、国内外とも懸念すべき問題も多く、先行き不透明な状況で推移してまいりました。

　　　 宝飾品業界におきましても、こうした景況を反映し、企業を取り巻く環境は引き続き厳しい状況であります。

　　　 このような情勢のもと、当社は製販一貫体制の強みを活かした品揃えの充実やサービスの向上に努めるとと

もに、経営体質の強化に取り組んでまいりました。

　　　 その結果、売上高は240億81百万円（前年同期比19.3％増）、営業利益は28億61百万円（前年同期比23.7％

増）、経常利益は29億52百万円（前年同期比22.5％増）、四半期純利益は16億12百万円（前年同期比20.6％

増）となりました。

　　　なお、当社の事業内容は、宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、セグ

メント情報ごとの業績の状況の記載を省略しております。

　　 ２　財政状態の分析

　　　 当第３四半期会計期間末の総資産は、773億91百万円となり、前事業年度末と比較して12億92百万円増加して

おります。

　　　 流動資産は、前事業年度末と比較して、14億24百万円増加しております。これは主に、たな卸資産が２億71百万

円、繰延税金資産が96百万円、前払費用が31百万円それぞれ減少したものの、売掛金が14億74百万円、現金及

び預金が４億43百万円それぞれ増加したことによるものです。

　　　 固定資産は、前事業年度末と比較して、１億32百万円減少しております。これは主に、貸倒引当金が25百万円増

加し、差入保証金が51百万円、建物が20百万円それぞれ減少したことによるものです。

　　　 流動負債は、前事業年度末と比較して、２億７百万円増加しております。これは主に、法人税等の支払いにより

未払法人税等が２億22百万円、賞与引当金が１億66百万円減少したものの、買掛金が72百万円、未払費用が３

億円27百万円、預り金が１億10百万円それぞれ増加したことによるものです。

　　　 純資産は、前事業年度末と比較して、10億76百万円増加しております。これは主に、配当金を５億21百万円支払

い、四半期純利益を16億12百万円計上し、その他有価証券評価差額金が14百万円減少したことによるもので

す。

　　 ３　事業上及び財務上の対処すべき課題

　　 当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

　　 ４　研究開発活動

　　 当第３四半期累計期間における研究開発費は、16百万円であります。

　　 なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,080,480 20,080,480
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であり、

単元株式数は100

株であります。

計 20,080,480 20,080,480 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　  該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

    該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

 平成23年10月１日～

　　平成23年12月31日 
― 20,080,480 ― 13,098 ― 15,707

（６）【大株主の状況】

　  当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

5,600

― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

20,048,700
200,487 ―

単元未満株式
普通株式

26,180
― ―

発行済株式総数 20,080,480 ― ―

総株主の議決権 ― 200,487 ―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 600株（議決権の数６個）含まれて

おります。

　　　　２　単元株式数は、100株となっております。 

　

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ツツミ

埼玉県蕨市中央４

丁目24番26号
5,600 ― 5,600 0.02

計 ― 5,600 ― 5,600 0.02

　（注）　当第３四半期会計期間末（平成23年12月31日）の自己株式は、5,606株（発行済株式総数に対する所有株式数の

割合 0.02％）となっております。　　　　　　　　

２【役員の状況】

　   該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　　

３．四半期連結財務諸表について

　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

①　資産基準　　　　　 0.1 ％

②　売上高基準　　　　 0.0 ％

③　利益基準　　　　　 1.1 ％

④　利益剰余金基準　　 0.1 ％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 35,747 36,191

受取手形及び売掛金 1,202 2,654

商品及び製品 17,800 17,770

仕掛品 671 460

原材料及び貯蔵品 1,183 1,152

その他 462 263

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 57,061 58,486

固定資産

有形固定資産

土地 11,376 11,376

その他（純額） 1,673 1,651

有形固定資産合計 13,050 13,028

無形固定資産 596 583

投資その他の資産

その他 5,391 5,318

貸倒引当金 △0 △25

投資その他の資産合計 5,391 5,293

固定資産合計 19,037 18,905

資産合計 76,098 77,391

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 220 293

未払法人税等 846 624

引当金 240 73

その他 743 1,267

流動負債合計 2,051 2,258

固定負債

引当金 143 152

その他 35 35

固定負債合計 178 187

負債合計 2,229 2,446
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 13,098 13,098

資本剰余金 15,707 15,707

利益剰余金 45,000 46,091

自己株式 △16 △16

株主資本合計 73,790 74,881

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 78 64

評価・換算差額等合計 78 64

純資産合計 73,869 74,945

負債純資産合計 76,098 77,391
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 20,192 24,081

売上原価 9,818 13,289

売上総利益 10,373 10,792

販売費及び一般管理費 8,060 7,931

営業利益 2,313 2,861

営業外収益

受取利息 49 37

受取家賃 30 31

その他 18 23

営業外収益合計 98 92

営業外費用

支払利息 0 0

その他 0 1

営業外費用合計 1 1

経常利益 2,409 2,952

特別損失

固定資産除却損 20 1

投資有価証券評価損 1 0

貸倒引当金繰入額 － 25

その他 0 －

特別損失合計 22 26

税引前四半期純利益 2,387 2,925

法人税、住民税及び事業税 950 1,205

法人税等調整額 99 107

法人税等合計 1,049 1,312

四半期純利益 1,337 1,612
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【追加情報】

当第３四半期累計期間

（自　平成23年４月１日　

　　至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　        当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る減価償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

前第３四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

  　至　平成22年12月31日）　

　当第３四半期累計期間

（自　平成23年４月１日

  　至　平成23年12月31日）

  　　減価償却費　　　　　　249百万円　   　　減価償却費　　　　　　239百万円　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（株主資本等関係）

  Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

  配当に関する事項

　  (1)　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 260 13平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

平成22年11月11日

取締役会
普通株式 260 13平成22年９月30日平成22年12月７日利益剰余金

    (2)  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末

後となるもの      

  　　　　　　　 該当事項はありません。

　

  Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

  配当に関する事項

　  (1)　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 260 13平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

平成23年11月10日

取締役会
普通株式 260 13平成23年９月30日平成23年12月７日利益剰余金

    (2)　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後

となるもの      

  　　　　　　　 該当事項はありません。
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（持分法損益等）

　該当事項はありません。　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

     前第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成

23年４月１日　至　平成23年12月31日）

    当社の事業内容は、指輪、ネックレス・ブレスレット、小物等の宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき

事業セグメントが存在しないため、記載を省略しております。　

（１株当たり情報）

　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 66円61銭 80円33銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,337 1,612

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,337 1,612

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,075 20,074

     （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　      　該当事項はありません。

２【その他】

　平成23年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしております。

　（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　     　260 百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　     　13 円 00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　     平成23年12月７日　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　           該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月３日

株式会社ツツミ

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　智由 　 印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　正美 　 印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 植草　 寛　 　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツツミの

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第39期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ツツミの平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第

３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出

会社が別途保管しております。

　　　　２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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